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地震調査研究推進本部政策委員会第13回広報検討部会

（１）地震調査研究に関する成果の社会実装のあり方について
・建築・設計分野からのヒアリング

建築構造分野における耐震設計の考え方

日本建築構造技術者協会（JSCA）

平川倫生

資料 広１３－（３）



学生時代の専門は、建物の振動性状評価、地震リスク評価

1997年 三菱地所設計入社
第二建築部

1999年 リニューアル建築部
耐震診断（1995兵庫県南部地震）
改修 地震リスク評価（PML）

2003年 住環境設計部
住宅・ホテル・病院

2011年 構造設計部
オフィス・住宅・改修

社外での活動

2018年～ 建築学会 地震荷重外力小委員会
『荷重指針』改訂

2020年～ JSCA 性能設計部会
『JSCA耐震性能認証』作成

□略歴

構造設計の立場
からの見解



□構造設計の計算方法

◆一般的な設計ルート （６０m以下の）
静的設計

・許容応力度計算
1次設計と2次設計（保有水平耐力）

・限界耐力計算
使用限界と安全限界

◆大臣認定物件 （超高層建物（60m超）、免震建物）
動的設計

・時刻歴応答解析
レベル1とレベル2

計算方法3種類 2段階の設計



□建物に作用する地震力（荷重効果）

◆地震動の性状（大きさ、卓越周期、位相・・・）

◆地盤の性状
増幅率 どの周期が増幅されるのか

◆建物の性状（形状、靭性、モード、固有周期・・・）

地震力を決める要素



□建築構造分野の「性能設計」

2000年 建築基準法改訂 性能規定化

◆性能設計
2000年 住宅の品質確保の促進に関する法律
「構造の安定に関すること」の

「構造骨組の倒壊等防止」 「構造骨組の損傷防止」

等級１ 基準法レベル
等級2 1.25倍
等級３ 1.5倍

◆限界耐力計算
スペクトルにより地震力を定めることができる

→地震動の周期特性を考慮することができる
耐震偽装問題のあと2007年に地盤増幅見直し

→実務で使われることが少なくなった

耐震性能を建築主
に説明する流れ

地震動の周期を
考慮できる設計法

1.25倍、1.5倍の説明
→官庁基準に基づき同レベルの建物で説明

（地震動としての説明が難しい）



□設計用地震荷重レベル と 震度 の関係

◆国土交通省

※ 震度の説明が異なる理由 （JSCAの見解）
①中地震におけるこれまでの被害地震において
構造躯体以外の2次部材（仕上げ材や外装材）も含め
建物損傷を許容しないことを確実に保証できるのは震度5弱まで

②震度７には上限が定められておらず、「震度7でも安全」と言い切ることは誤解を招く

◆JSCA（日本構造技術者協会）

建物機能・財産の保全 人命の保全

再現期間 50年？ 再現期間 500年？

地震動レベルを震度
で説明する難しさ

地域係数が0.7～0.9の場所で震度をどのように説明する？

震度5強程度 震度6強から7程度



□熊本地震と地震地域係数

2016年 熊本地震 震度7 益城町及びその周辺地域
木造住宅を始めとする建築物に多大の損害が発生

国土交通省・国土技術政策研究所と国立研究開発法人建築研究所
「熊本地震における建築物被害の原因分析を行う委員会」報告書

S造・RC造等建築物については、益城町及びその周辺地域にはそれほど多くないことから、
震度6弱・6強などの地震動を受けた熊本市内等における調査結果も対象として
被害要因を分析

熊本地震による建築物被害が生じたのは、地震地域係数が0.9又は0.8の地域であったが

①大きな被害を受けた木造の小規模な建築物については地震地域係数を用いない
いわゆる壁量計算などによって設計されている

②新耐震基準以降で倒壊・崩壊した鉄骨造は隣棟の倒壊や不十分な溶接が被害要因と
見られる

今回の分析の範囲では、地域の被害状況に地震地域係数の影響は確認されなかった。

地震地域係数は、過去の地震記録により得られた各地域で予測される地震動の長期的な期
待値を勘案して設定されており、その在り方は中長期的に検討すべき課題であると考えら
れる。

2016年 熊本



□能登半島地震と地震地域係数

読売新聞
2024年3月22日

2024年 能登



J-SHISによる地震危険度 建築基準法の地域係数
（50年10％ ≒ 再現期間475年） 1951年 河角マップ

□地震危険度と地震地域係数

◆両者を比較したときどのように考えればよいのか？
・地域係数を過剰と考えて、地震力を低減する
地域係数が危険側であると考えて、地震力を割り増す。

・作成された時期の違い
データ、知見が増えたことによるアップデート



『建築物荷重指針・同解説（2015年）』（再現期間500年 工学的基盤 最大加速度

□地震危険度と地震地域係数



構造設計概要書の例（1/5）



構造設計概要書の例 (2/5)



構造設計概要書の例 (3/5)



構造設計概要書の例 (4/5)



構造設計概要書の例 (5/5)



紫色 今後30年間 6弱以上 29％～100％

構造設計概要書の例 (4/5)の詳細



紫色 今後30年間 6弱以上 29％～100％ をどのようにとらえるべきか？
例えば 「本社のある東京と同程度の地震危険度」

構造設計概要書の例 (4/5)の詳細



地盤増幅率 「1.8～2.3」

構造設計概要書の例 (4/5)の詳細



微地形区分：「埋立地」

構造設計概要書の例 (4/5)の詳細



□設計の際に考えること
～ 設計用地震荷重に明確に反映されていないこと
～ 地震動の不確定性、

◆設計用地震動
・地震動×地盤×建物性状
・XとY方向別の検討 （方向による違いが大きい地震動）

震度には、建物性状の情報は含まれない
X方向＋Y方向＋上下方向

◆ばらつき
J-SHISの危険度評価は、ばらつきはどのように反映されているのか？

◆建築基準法で定められた地震動（告示波）のほか
既往観測波を基準化した地震波を、参考波として用いる
ElCentro 、Taft、 八戸 それぞれNSとEW方向の波

◆長周期地震動 パルス性地震動

→工学的判断 設計の未熟なところを、安全率で感覚的に補う



□設計用地震動を確率統計的に決めることについて

◆建物供用期間 と 設計用地震動レベルの再現期
・たとえば 仮設建物と長寿命建物の設計用地震荷重

◆震度の説明
・基準法の設計用地震力を震度で説明する

再現期間で説明する

◆人命保全の観点と機能・財産保全の観点

◆もとになるデータの精度
歴史地震データ
活断層データ

→最低基準 相場感 経験的な判断 基準法想定外の地震




